
九州大学・経済学研究院・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１７１０２

基盤研究(B)（一般）

2022～2020

日本型地下水ガバナンスの特徴と動態に関する理論・実証研究

Theoretical and empirical study of the characteristics and dynamics about 
Japanese Groundwater Governance

１０３３４１４５研究者番号：

八木　信一（Yatsuki, Shin-ichi）

研究期間：

２０Ｈ０４３９２

年 月 日現在  ５   ５ ２８

円    12,500,000

研究成果の概要（和文）：本研究課題では、日本型地下水ガバナンスの特徴とその動態について、地下水資源、
地下水循環、地下水の社会的価値の３つの側面から理論・実証研究を行った。その結果、マルチ・アクターのな
かで主な役割を果たしてきた市町村の役割が多様化していること、流域水循環計画を通して市町村の範囲を超え
たマルチ・レベルへの展開が進んでいること、社会的損失から社会的価値の創造へと地下水政策の対象が変化す
るなかで、政策統合を通した今後の発展可能性があることを、それぞれ明らかにすることができた。

研究成果の概要（英文）：In this research project, we conducted theoretical and empirical study of 
the characteristics and dynamics about Japanese groundwater governance through three aspects: 
groundwater resource, groundwater cycle, and social value of groundwater. As a result, we found 
three main results. Firstly, municipalities play a central role among multi-actors, and their roles 
are diversifying. Secondary, groundwater governance is expanding to multi-levels beyond the scope of
 municipalities through basin water cycle planning. Finally, through the change of target of 
groundwater policy from social loss to the creation of social value, groundwater governance has a 
potential for future development in the field of policy integration.

研究分野： 環境ガバナンス論

キーワード： 日本型地下水ガバナンス　地下水資源　地下水循環　地下水の社会的価値　マルチ・アクター（多様な
主体）　マルチ・レベル（重層性）　ポリシー・ミックス（政策連携・統合）　流域水循環計画

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究課題の学術的意義は、地下水ガバナンスという新たな研究テーマについて、自然科学研究において注目さ
れてきた地下水資源や地下水循環に、地下水の社会的価値も加えた社会科学の学際的研究を推進することによっ
て、日本型地下水ガバナンスに関する知見を蓄積および公表してきたことにある。また、その過程において作成
および公表した地下水ガバナンスの国内関連事例集は、日本型地下水ガバナンスの情報インフラとして高い社会
的意義を有するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 本研究課題の背景には、持続可能な発展の実現において主要なテーマの１つとなっている水
のなかでも、人類が使用できる最大の淡水資源である地下水を題材として、国際的に発展をとげ
てきている地下水ガバナンスに関する社会科学研究を、国内における個別研究の連携と国際的
な研究動向との接続を意識しながら推進していく必要性があった。 
 そのような背景の起点には、ミレニアム開発目標（MDGs）や持続可能な開発目標（SDGs）を
例として、持続可能な発展の実現において水が主要なテーマの１つとなっており、そのなかで地
下水への注目も高まっていることがあった。これについては日本も例外ではなく、水循環基本法
に基づく水循環基本計画では、「持続可能な地下水の保全と利用」を実現することが大きな課題
になっている。そして、これら国内外の動きにも呼応しながら、最近の地下水政策において注目
されているのが、地下水ガバナンスである。 
地下水ガバナンスは、政府による公権力に基づいた直接規制や財政資源を中心とした地下水

管理だけでは、持続可能な地下水の保全や利用の実現が難しいことを受けて提示された、マル
チ・アクター（多様な主体）、マルチ・レベル（水平的および垂直的な空間スケール間における
現象・問題・対応の相互作用としての重層性）、およびポリシー・ミックス（複数の政策領域間
や政策目的・手段間での連携や統合）を一体的に進めるための、地下水政策の新しい概念である。 
 地下水ガバナンス研究については、国連食糧農業機関や世界銀行等の国際機関と国際水文地
質学会による国際共同プロジェクト（Groundwater Governance Project）が 2011 年から開始された
ことが大きな契機となり、研究が進展してきた。また、国内においても日本地下水学会が 2017
年に研究グループを立ち上げ、研究成果の蓄積が始まっていた。しかしながら、国内における地
下水ガバナンス研究は萌芽段階にあったことから、それらの個別研究を連携させ、さらに国際的
な研究動向にも接続できるように推進することが、研究開始時点で求められていた。 
 
２．研究の目的 
 本研究課題の目的として、先行研究が抱えていた課題を反映した下記の２つを掲げてきた。 
第１に、日本における地下水の特性を反映させた、日本型地下水ガバナンスの特徴を提示する

ことであった。アメリカ、ヨーロッパ、およびアフリカ等の乾燥・半乾燥地域の国々では生産や
生活に資する水資源としての地下水の価値が大きい一方で、中緯度湿潤地域にある日本では水
資源としてだけでなく、水循環のうち降水と地表水を結びつける地下水の位置づけも大きい。そ
れゆえ、水資源としての地下水（以下、地下水資源）と、水循環を形成する地下水（以下、地下
水循環）の双方を視野におさめた、地下水ガバナンス研究を本研究課題で取り組んだ。 
第２に、そのような日本型地下水ガバナンスの時間的な変化、すなわちガバナンスの動態を解

明することであった。国際的な研究動向の特徴として、「良いガバナンス」の必要条件としての
アクター、法制度、政策、および情報・知識・科学に関する諸論点について、膨大な事例を比較
分析してきたことが挙げられる。しかし、そのなかではガバナンスの停滞やガバナンスの失敗を
分析・検討するためにも不可欠な論点である、ガバナンスの動態については十分に議論されてこ
なかった。 
他方で、日本における地下水政策の展開を鑑みると、とくに地下水の社会的価値との関係から、

ガバナンスの動態が注目される。具体的には、地盤沈下や地下水汚染等による社会的損失につい
ては、直接規制や行政指導等を用いて対応したり、回避したりする、地下水の保全が中心であっ
た。だが、日本ではこれらの社会的損失の発生対応や回避に加えて、地域資源としての地下水の
利用による水文化、まちづくり、地域ブランドを例とした、新たな社会的価値の創造も把握する
ことができる。そして、このような社会的価値の創造に関わる事例では、地下水ガバナンスを特
徴づけるマルチ・アクター、マルチ・レベル、およびポリシー・ミックスをより強く見いだせる。
それゆえ、日本型地下水ガバナンスを取り上げるにあたって、その動態を解明することは不可欠
な研究の目的であった。 
 
３．研究の方法 
 上記した研究の目的を達成するために、次ページの図で示しているように、地下水ガバナンス
研究の動向把握と典型事例調査を、研究代表者と研究分担者が全員関与する共通の研究ベース
としたうえで、「地下水資源」と「地下水循環」の研究パートにおいて日本型地下水ガバナンス
の特徴を抽出し、さらにこの作業と関連させながら、「地下水の社会的価値」の研究パートにお
いて日本型地下水ガバナンスの動態を解明するべく、本研究課題を進めた。なお、このうち典型
事例調査については、新型コロナウイルス感染症の影響から当初計画していた合同調査は行わ
ず、研究代表者および研究分担者の判断で個別調査を進めた。  
各研究パートにおける研究の方法の概要は、次の通りである。まず、「地下水資源」の研究パ

ートでは、地下水資源の所有と管理の側面から、日本型地下水ガバナンスの特徴について検討し
た。具体的には、地下水については土地に付随して私的所有権を認める判例が起点となってきた
が、地下水ガバナンスの特徴が見いだせる地下水政策の先進地域では、条例等によって公（共）



水や共有資源などの位置づけを与えてきた。このことを踏まえて、この研究パートでは地下水の
所有と管理に関わる水法（担当者：宮﨑）とコモンズ（同：大野）の側面から、日本型地下水ガ
バナンスの特徴を検討した。 
次に「地下水循環」の研究パートでは、地下水循環が備える重層性と不確実性の側面から、日

本型地下水ガバナンスの特徴について検討した。このうち重層性については、地下水を含んだ流
域水循環を対象とする流域ガバナンス（担当者：大野）と、ローカルとナショナルを中心とした
垂直的な空間スケール間を対象とする重層的ガバナンス（同：八木）を取り上げた。また、気候
変動に伴う不確実性とそれがもたらす地下水利用への影響を題材として、順応的ガバナンス（同：
千葉）も取り上げた。 
 最後に「地下水の社会的価値」の研究パートでは、地下水の社会的価値を社会的損失の発生対
応、社会的損失の回避、および社会的価値の創造に類型化したうえで、後者へ向かうほど地下水
ガバナンスの特徴がより強く見いだせることを、合意形成（担当者：遠藤）、インフラ（同：八
木）、および環境保全型農業（同：冨吉）を通して立体的に分析、および考察を行った。 
 

 
４．研究成果 
(1)各研究パートの研究成果について 
①「地下水資源」の研究パートにおける成果 
まず水法については、日本におけるこれまでの判例では、地下水利用権を土地所有権に附従す

るものと解されてきており、これを受けて土地の利用権限なしには地下水を採取できないこと
から、地下水政策の先進地域においては利用権限を有する者が利害関係者として関与するため
の動機づけがなされてきたことを明らかにした。 
そのようななか、これらの先進地域では、条例等によって地下水を公水等と定めて公的管理の

根拠としてきたが、このような公水説では土地所有と地下水管理とが切り離して捉えられ、公物
管理権を有する地方自治体が多様な利害関係者をいかに取り込むかが課題となっていることを
把握した。そして、このことを踏まえて、地下水資源の地域特性を反映するかたちで提起されて
いる、地域公水（論）のさらなる検討が必要であることを示唆した。 
次に、コモンズについては、地下水資源の共同性をめぐって、上記のような土地所有者・利用

者や地域内における他の地下水利用者のみならず、地下水が地域資源として社会的価値の創造
にも寄与する場合には、利害関係者としてのかかわりは相対的に弱いながらも、地域内の地下水
非利用者や地域外のアクターも含まれることによって、拡がりを帯びてきていることを明らか
にした。 
そしてこのような変化によって、コモンズとしての地下水資源の管理の成否において関係価

値が大きな影響を及ぼすことに着目し、熊本県民 2,500 名を対象としたウェブモニター調査を
実施した。そこでは、地下水に対する関係価値やその規定要因と思われる変数についてデータを
構築し、今後の分析のための土台づくりを行った。 
 
②「地下水循環」の研究パートにおける成果 
 まず流域ガバナンスについては、これと地下水ガバナンスや水ガバナンスに関する先行研究
群の引用ネットワーク分析を行い、地下水ガバナンス研究と流域ガバナンス研究の接点が少な
いことを明らかにした。また、水循環基本計画に基づいて策定されている流域水循環計画に関す
るデータベースを作成し、これらの計画が主に対象とする課題や推進主体などの関係性を検討
するとともに、計画の類型化を試みた。これらの分析の結果、流域単位での計画と比較して市区
町村単位での計画のほうが、地下水を主な対象とする割合が多いなどの傾向を把握できた。 
次に重層的ガバナンスについては、同じく流域水循環計画のうち、とくに地下水を含む計画を

選択肢し、都道府県と市町村との政府間関係に着目した分析を行った。日本の地下水循環では市
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町村の範囲に留まるものも少なくないが、そのなかで熊本地域や印旛沼に関する流域水循環計
画は、複数の市町村をまたぐ流域単位に及んでいる。そしてこの場合、地下水ガバナンスの調整
役（メタガバナー）として熊本県や千葉県といった、都道府県の役割も大きくなることを明らか
にした。また、流域水循環計画のなかで位置づけられている協議会組織が、多様なアクターによ
る協議だけでなく、策定した計画に基づいた協働を促していることも把握できた。 
最後に順応的ガバナンスでは、事例として地下水政策における気候変動適応の実態調査を行

った。具体的には、地域気候変動適応計画における地下水関連部分の分析と、地下水利用自治体
における気候変動適応への対応状況に関する聞き取りを行った。その結果、自治体の財政的制約、
政治的な優先順位の低さ、縦割による水平的連携の欠如、および知識・情報・人材の不足等によ
って、地下水への依存度に関わらず、気候変動による将来的な地下水リスクへの対応は不十分で
あることを明らかにし、そのうえで他リスクへの対処と統合した地下水保全対策の必要性を提
示した。 
 
③「地下水の社会的価値」の研究パートにおける成果 
 この研究パートでは、共通して地下水の社会的価値が多元化していくなかでの、地下水ガバナ
ンスのあり様について着目した。 
まず合意形成については、異常時の地下水ガバナンスとして、災害利用における自治体と民間

井戸保有者の合意形成手法を取り上げた。この手法の典型例として井戸の事前登録制度がある
が、少なくとも全国 418 自治体に広がっていること、しかもこのうち 241 の自治体は補助金を支
給することで民間井戸の防災利用促進していることを明らかにした。さらに国際比較として、日
本と同じ地震多発地帯である、米国カリフォルニア州における災害時地下水利用計画を文献調
査した。その結果、ロサンゼルス市が公共井戸の活用を計画していたが、民間井戸を活用する取
り組みは見当たらず、この点が日本における災害時地下水利用の大きな特徴の１つとなる可能
性を把握した。 
 次にインフラについては、まず宮古島市における地下ダムに注目した。この事例では、生活用
水の確保だけでなく、かんがい排水システムの構築によって、高収益が見込める品目への基幹作
目の変化や、それによる農業生産性の向上が見られることを把握した。このような地下ダムは生
活用水や農業用水などの確保と、それらの利用に関するインフラの事例であるが、これに対して
地下水の水質に影響を及ぼす畜産廃棄物の堆肥化と、堆肥製品の円滑な流通を促すための耕畜
連携の事例として熊本県の JA 菊池に着目し、市場ガバナンスにおけるメタガバナーとしての地
域農協が果たしている役割の重要性を明らかにした。 
 最後に環境保全型農業については、熊本県の JA 鹿本での事例に着目して研究を行った。植木
町などスイカ産地での連作障害への対策として、地域農協が中心となり有機質肥料の利用を推
進したことが、エコファーマーの増加に結びついていた。先の JA 菊池の事例と合わせて、地域
農協がメタガバナーとなることによって、地下水保全に寄与する農業実践が底上げされてきた
様子を確認できた。また、地域農協の役割については、地下水保全条例を制定している福岡県う
きは市の事例についても研究を行ったが、この地域では行政が地下水の豊かさを農産物のブラ
ンド化において積極的に活用している段階にあり、これを環境保全型農業の推進へとつなげる
には、途上の段階にあることを明らかにした。 
 
(2)本研究課題の研究成果の総括について 
 本研究課題では、地下水ガバナンスに関する特徴について、マルチ・アクター、マルチ・レベ
ル、およびポリシー・ミックスの観点から把握する場合、日本型地下水ガバナンスにおける最大
の特徴は、いずれの起点においても地方自治体、とくに市町村が大きな役割を担ってきたことを
明らかにした。 
そして、このような特徴の背景として、地下水循環が市町村内に留まる場合が多いという自然

的条件だけでなく、判例に基づいて地下水利用者のうち土地所有者の影響力が強く、そのために
地下水にまつわる社会的損失への対応において、これらの土地所有者に最も近い政府である地
方自治体の役割が大きかったこと、河川のように法律によって公物管理権が政府に対して設定
されてこなかったことが、地域レベルでの地下水管理をめぐる主体や手法に多様性をもたらし
てきたこと、そして時代によってその必要性が謳われながらも、国による地下水に関する統一的
な法律が設けられなかったことを、それぞれ抽出することができた。加えて、地方自治体が担う
役割について多様性を帯びてきていることも把握できた。具体的には、計画策定や協議会運営に
おけるメタガバナーとしてだけでなく、地域農協による取り組みや災害時の民間井戸利用に対
する側面支援においても、地方自治体は少なくない役割を果たしてきたことを明らかにした。 
 以上のように、市町村等の地方自治体を中心に形成および発展してきた日本型地下水ガバナ
ンスでは、大規模な帯水層を抱える他国と比べると、市町村の範囲を超えたマルチ・レベルでの
地下水ガバナンスに関する論点は、熊本地域などの一部に限られてきた。しかし、水循環基本計
画に基づいた流域水循環計画の策定や改定が行われ、そのなかで地下水を含むものも現れてき
ているなかで、マルチ・レベルへの展開可能性が拡がってきていることを確認できた。 
最後に、典型事例調査やそのための国内事例の整理を通して、地域資源としての地下水の利活



用による社会的価値の創造に関する事例においては、環境政策や（地下水利用者に関係する）産
業政策の領域に留まらないあり様を見いだすことができたが、このことは政策統合という側面
から今後における日本型地下水ガバナンスの可能性として捉えることができる。しかし他方で、
社会的損失を伴う地下水問題を経験していない地域においては、地下水の保全や利用をめぐっ
て他のアクターとの連携や協働の経験が蓄積されないなかで、地方自治体が過度に主導してき
た結果、ガバナンスの停滞を招いている事例も存在している。これらについては、今後における
日本型地下水ガバナンスの課題の１つとして、本研究課題終了後においても注目していきたい。 
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